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サービス料など対外支払いのリスク管理について

　外資企業の対外支払の利便性及び外貨管理の簡素化のために、2013年9月1日から、施行されたサービス貿易等項目の対外支払いに係る税務届出に関連する問題に関する国家税務総局、国家外貨管理局の公告（2013年第40号）（以下、第40号公告という）によって、企業が税務署の証明を取得し、対外支払前に相応な税金を納付するという規制が取り消された。第40号は実施後2年近く、中国における外資系企業が抱えるサービス料支払いに関する問題は主に次のとおりとする。

税務上のリスク

　第40号公告により、企業による対外支払い手続が簡素化されたが、依然としていくつかの潜在的な税務リスクが潜んでいる。

　

第40号公告により、国内における子会社がその海外における親会社に支払った「管理費」は企業所得税税引き前控除項目としてはならない。但し、中国税法には「管理費」について明確な定義が定められていないため、税務署は外資系企業が申請するサービス料対外支払いに対して外国側が提供したいわゆる「サービス」が管理料に当たることを理由に、税引き前控除を許可しない恐れがある。また、支払ったサービス料に親会社の戦略管理、内部監査、海外における管理職の給与等の関連費用が含められている場合、税務署より当該費用が株主活動に関わると認められ、サービス料として所得税を控除してはならないとされる可能性がある。

海外での関連会社による中国におけるサービス提供を恒久的施設と認められた場合、税務署は当該恒久的施設が取得した利益全額に対して25％の企業所得税を徴収することになっている。サービス提供の過程で、海外における親会社が派遣する本社従業員が当該サービスプロジェクトに参加し、税務署がそれを恒久的施設と認めた場合、外資系企業がその親会社に支払った全てのサービス料を恒久的施設取得として源泉所得税を全額徴収することになっている。

税法に基づき、非居住者企業が中国国外で提供したサービスに由来するサービス料については中国で企業所得税を納付する必要がないが、当該会社は海外で提供したサービスの性質と内容について詳しく説明しなければならない。税務署は海外における関連企業が行った説明が不十分であることを理由に、サービス料の全部又は一部をロイヤルティーとして10％の源泉所得税を徴収することがある。外資系企業が親会社に対してサービス料及びロイヤルティーを支払わなければならないが、関連契約には明確な説明がされていない場合、税務署はそれらをロイヤルティーとして認定する可能性がある。

第40号公告に基づき、国内機構や個人が海外へ1件当たり5万米ドル相当額以上の外貨資金を支払う場合のみにおいて所在地の国税主管機関で税務届出を行うことが必要である。企業が海外へ支払った外貨資金が1件当たり5万米ドル相当額以下であるが、同じ性質のサービス料の支払い総額が累計5万米ドル以上の場合は、税務署より取引を分割して税務届出を回避すると認められ、処罰を受ける恐れがある。

コメント

業務内容が比較的不透明なサービスプロジェクトについては、企業は、できる限り詳しいサービス契約を揃え、そのサービス性質、具体的内容及びサービス提供場所を審査し、税務署より当該サービス費用を管理費用と認められる潜在的なリスクを回避しなくてはならない。企業は利益又は売上高のパーセンテージで対外支払うべきサービス料を計算する場合、税務署より管理費として認められやすいので、できる限り避けるべきである。

慎重な立場で考えれば、企業は支払ったサービス料が恒久的施設を構成しないと確信した場合においても、依然として税務署向けの説明を準備することが必要である。サービス提供の過程で、親会社は、本社従業員を中国に派遣し、当該サービスプロジェクトに参加させた場合、恒久的施設を構成するリスクが生じないように、当該派遣従業員の中国における滞在期間に注意を払わなくてはならない。

税務署よりロイヤルティーとして認定されないよう、サービス契約に「技術サービス」という言葉の使用をできる限り回避してほしい。海外における親会社にロイヤルティー及びサービス料を同時に支払う必要がある場合、契約にロイヤルティーやサービス料の内容、計算方法及び支払金額を列挙し、又はロイヤルティー契約及びサービス料契約をそれぞれ締結することが必要である。

第40号公告により、企業の対外支払い手続きが大きく簡素化されているが、依然として多くの税務リスクが潜んでいる。急いで支払わなくてもよい場合、主管税務署に税金計算基準を確認した上対外支払うことをお勧めします。


最高裁の「人民法院立案登記制度改革推進

に関する意見」についての解説

　2015年4月15日、最高裁は「人民法院立案登記制度改革推進に関する意見」を公布し、翌月1日より施行されている。その意見の要点は以下の通りです。

主な内容

法律規定に合致する起訴、自訴及び申請に対して、一律その訴状を受け入れ、現場で登記して立案する。

提供した資料が形式上の要件に合致しない場合、直ちに説明し、補足すべき資料とその期限を一括して書面で告知する。

法定期間内で判断できない場合、先行して立案する。

法律規定に合致しない場合、法により受理しない又は立案しないと裁決し、且つその理由を記載する。当事者は不服しないときは、上訴又は再議を申請することができる。資料を受け入れず、回答せず、法律文書を発行しないことが禁じられている。
責任追及を強化し、立案せず、立案を先延ばし、立案を人為的にコントロールし、年末に立案せず、法に基づく立案を妨害する等の違法行為について、関連責任者と主管指導者に対し、法律・紀律に従い責任を追及する。
二、立案登記の範囲

立案登記は第一審を対象とし、民事起訴、行政起訴、刑事自訴、強制執行及び国家賠償申請を含める。但し、上訴、再審申し立て、訴え等は立案登記の範囲から除外される。

法に従い起訴せず、及び起訴要件に合致せず、国家主権と領土保全を害する、国家安全を害する、国家統一と民族団結を破壊する、国家宗教政策を破壊する、及びその他人民法院が管轄しない事項は、立案登記範囲から除外する。

三、立案先延ばしの防止策

起訴、自訴、強制執行申請又は国家賠償申請に対して、一律訴状を受け入れる。法律規定に合致すると現場で判断できる場合、現場で登記して立案する。現場で法律規定に合致するかどうかを判断できない場合、法律規定の期間内に立案するかどうかを決定する。

起訴、自訴に必要な資料については、提供した資料が形式上の要件に合致しない場合、直ちに現場で説明し、補足すべき資料とその期限を一括して書面で告知する。

当事者が指定期間内に補足する資料が法律規定に合致する場合、登記して立案する。指定期間内に補足しない場合、訴状を返還して名簿に記録する。補足しながらも依然として形式上の要件に合致しない場合、受理せず又は立案しないと裁決する。

四、立案登記制度導入後、立件数量が増加する場合の対応策

1、開廷前の準備プロセスの構築を模索し、証拠交換を組織し、紛争焦点を纏めるなど、開廷前の紛争解決を図る。

2、調停、仲裁、行政裁決、行政再審査、訴訟等の多元化紛争解決メカニズムを健全化する。

虚偽訴訟や悪意訴訟などへの対応策

1、当事者の間で悪意に結託し、又は他人の名義で提訴するなど、訴訟や調停などを通じて他人の合法的権益を害する虚偽訴訟が発見された場合、裁判所はその請求を却下する上、司法処罰を与える。情況が厳重で犯罪を構成した場合には、法により刑事責任を追及する。

2、法廷規則に違反した者や、法廷において騒ぎ、若しくは法廷を攻撃し、事実を捏造して裁判員を侮辱し、法廷の秩序に重大な撹乱をした者に対し、裁判所は公安局と連携して法により処罰を与える。

立案監督への強化

裁判所内部の監督強化。責任追及を強化し、立案せず、立案を先延ばし、立案を人為的にコントロールし、年末に立案せず、法に基づく立案を妨害する等の違法行為について、関連責任者と主管指導者に対し、法律・紀律に従い責任を追及する。情状が厳重で犯罪を構成した場合、法により刑事責任を追及する。

人民代表大会、政協、検察機関と連携して監督を強化する。

社会監督を強化する。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	最高裁の「人民法院立案登記制度改革推進に関する意見」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2015/05/01

	2
	環境保護部の「環境執法人員行為規範の配布に関する通知」
	2015/04/23

	3
	全人代常務委員会の「中華人民共和国薬品管理法」の修正に関する決定」
	2015/04/24

	4
	最高裁の「人民法院の執行異議及び復議案件の取扱若干問題に関する規定」
	2015/05/05

	5
	国務院弁公庁の「自由貿易試験区にける外商投資に対する国家安全審査試行弁法の配布に関する通知」
	2015/05/08

	６
	国務院弁公庁の「自由貿易試験区にける外商投資受入特別管理措置（ネガティブリスト）の配布に関する通知」现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2015/05/08

	７
	商務部の「自由貿易試験区にける外商投資届出管理弁法（試行）」
	2015/05/08

	８
	国家工商行政管理総局の「知的財産権の乱用による競争行為の排除、制限の禁止に関する規定」
	2015/08/01

	９
	全人代常務委員会の「中華人民共和国広告法」
	2015/09/01

	10
	全人代常務委員会の「中華人民共和国食品安全法」
	2015/10/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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